
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 兵庫県三木市令和4年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

74,872

72,651

176.51

35,353,481

34,825,129

394,309

19,300,512

35,689,315

人(R5.1.1現在)

人(R5.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.7

26.8

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H30  Ⅱ－２ R01  Ⅱ－２ R02  Ⅱ－２

R03  Ⅱ－２ R04  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※令和5年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和4年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※「定員管理の状況」の「人口1,000人当たり職員数」の算出に用いる職員数及び「給与水準（国との比較）｣の｢ラスパイレス指数｣については、各調査対象年度の

地方公務員給与実態調査に基づいている。

財政力

財政力指数 [0.68]
類似団体内順位

39/79
全国平均

0.49
兵庫県平均

0.59

財政力指数の分析欄

平成30年度以降は0.70で横ばいに推移していたが、令和４年度は0.68に

下がった。これは、令和3年度において、コロナ禍の影響による市税等の

減収などにより基準財政収入額が減少する一方で、高齢化に伴う扶助費

の増加などにより基準財政需要額が増加したためである。

今後は、財政健全化計画に基づく事業見直し等により、歳出の抑制に努

めていく。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [93.3%]
類似団体内順位

59/79
全国平均

92.2
兵庫県平均

94.2

経常収支比率の分析欄

令和4年度の経常収支比率は93.3％であり、前年度の87.6％から大きく

悪化している。これは、地方税が増加したものの、新型コロナウイルス感

染症対策地方税減収補填特別交付金、臨時財政対策債の減少などによ

り、経常一般財源等が大幅に減少したためである。

令和3年度の経常収支比率の改善は全国的かつ一時的な現象であった

ため、今後も引き続き事業見直し等により経常的な支出の抑制に取り組む

必要がある。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [154,166円]
類似団体内順位

45/79
全国平均

160,081
兵庫県平均

159,437

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

人口1人当たり人件費・物件費は年々増加傾向にあり、前年度から4,190

円増加している。このうち主な原因は物件費の増加であり、物価高騰対応

のための市民生活支援及び消費喚起のための事業の実施が大きく影響し

ている。

今後も、全国的な賃金アップや物価高騰により人件費や物件費の増加

が継続すると予測される。そのため、事業の見直しや業務の効率化を行

い、歳出の抑制に努めていく必要がある。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [101.0]
類似団体内順位

73/79
全国市平均

98.7
全国町村平均

96.3

ラスパイレス指数の分析欄

ラスパイレス指数は、前年度と比べて0.3ポイント上がっている。

主な要因は、大卒区分で経験年数25年～30年、30～35年の職員数の分

布が変わり、勤続年数の長い職員の割合が増加したことがあげられる。
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定員管理の状況

人口1,000人当たり職員数 [6.91人]
類似団体内順位

30/79
全国平均

8.25
兵庫県平均

8.59

人口1,000人当たり職員数の分析欄

定年退職による職員数の減少を正規職員及び再任用職員の採用により

全体の職員数を維持している。

円滑に市政運営を行うため、知識や技術の継承に配慮する一方、財政

負担の抑制に留意しつつ、計画的な職員採用を行っていく。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [5.7%]
類似団体内順位

33/79
全国平均

5.5
兵庫県平均

5.9

実質公債費比率の分析欄

実質公債費率は一時的に改善傾向にあったものの、令和元年度を境に

悪化しており、令和4年度は前年度から1.1％上がっている。これは、合併

特例債や臨時財政対策債などの償還が増加したためである。

今後は、公共施設の更新・改修等の大型事業を予定しており、市債の発

行が増加することに伴って実質公債費率も増加する見込みである。そのた

め、新規事業の抑制や交付税措置のある有利な市債の積極的な活用に

より、公債費負担の抑制に努めていく。
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将来負担の状況

将来負担比率 [26.8%]
類似団体内順位

46/79
全国平均

8.8
兵庫県平均

25.9

将来負担比率の分析欄

市債の新規発行の抑制により市債残高が減少しているため、平成30年

度以降は改善傾向が続いている。とくに令和4年度は前年度から8.5％下

がり、大幅に改善している。これは、ふるさと納税寄附金や普通交付税が

増加したことから、各基金への積立を行い、基金残高が4.1億円増加したた

めである。

今後予定している公共施設の更新等の大型事業に備えて、事業の見直

し等により、基金の取崩を最小限に抑えるなど、堅実な財政運営に努めて

いく。
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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 兵庫県三木市令和4年度

経常収支比率の分析

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

74,872

72,651

176.51

35,353,481

34,825,129

394,309

19,300,512

35,689,315

人(R5.1.1現在)

人(R5.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.7

26.8

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H30  Ⅱ－２ R01  Ⅱ－２ R02  Ⅱ－２

R03  Ⅱ－２ R04  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和4年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費 類似団体内順位
63/79

全国平均
25.9

兵庫県平均
28.7

人件費の分析欄

人件費に係る経常収支比率は前年度より1.1％増加している。

これは、人件費自体は減少しているものの、臨時財政対策債の

減少などで分母となる経常一般財源が大きく減少し、比率として

は上がったためである。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き適正な定員管

理を行っていく。
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物件費 類似団体内順位
58/79

全国平均
14.9

兵庫県平均
12.6

物件費の分析欄

物件費に係る経常収支比率は前年度より1.9％増加している。

これは、物価高騰などの影響を受けて光熱水費などの各経費が

増加したことが主な要因である。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き事業の見直し

などを行い、歳出の抑制に努めていく。
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扶助費 類似団体内順位
49/79

全国平均
12.5

兵庫県平均
13.2

扶助費の分析欄

扶助費に係る経常収支比率は前年度より1.3％増加している。

これは、障害福祉サービスや認定こども園に係る給付費が増加

したためである。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き適正な給付事

務等に努めていく。
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その他 類似団体内順位
39/79

全国平均
12.4

兵庫県平均
12.1

その他の分析欄

その他に係る経常収支比率は前年度より0.2％減少している。

これは、国民健康保険特別会計への繰出金が減少しているため

である。

今後も財政負担の抑止に留意しつつ、引き続き事業の見直し

などを行い、歳出の抑制に努めていく。

(%)
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補助費等 類似団体内順位
10/79

全国平均
10.5

兵庫県平均
10.2

補助費等の分析欄

補助費等に係る経常収支比率は前年度より0.6％増加している。

これは、物価高騰による指定管理者への支援などの経費が増加

したためである。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き事業の見直し

などを行い、歳出の抑制に努めていく。
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公債費 類似団体内順位
60/79

全国平均
16.0

兵庫県平均
17.4

公債費の分析欄

公債費に係る経常収支比率は前年度より1.0％増加している。

これは、臨時財政対策債などの償還額が増加したためである。

今後も公共施設の更新・改修等の大型事業を予定しており、公

債費は増加する見込みである。そのため、交付税措置のある有

利な市債を積極的に活用するなど公債費の抑制に努めていく。

(%)
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18.017.016.7

15.215.2

公債費以外 類似団体内順位
35/79

全国平均
76.2

兵庫県平均
76.8

公債費以外の分析欄

公債費以外に係る経常収支比率は前年度より4.7％増加してい

る。これは、経常一般財源を充当する事業費が増加していない

一方で、臨時財政対策債などの経常一般財源が大幅に減少した

ためである。

令和3年度の数値の減少は一時的なものであり、今後も引き続

き、事業の見直しなどを行い、歳出の抑制に努めていく。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

5,863,924 78,319 73,449 6.6
19 0 5,917 ▲ 100.0

3,271 44 1,123 ▲ 96.1
- - 9 -

216,679 2,894 2,374 21.9
102,182 1,365 1,666 ▲ 18.1

▲ 461,333 ▲ 6,162 ▲ 4,765 29.3
5,724,742 76,460 79,774 ▲ 4.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

6.91 7.58 ▲ 0.67
101.0 98.4 2.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

3,627,295 48,447 42,324 14.5

- - - -

- - 47 -

852,270 11,383 12,192 ▲ 6.6

317,855 4,245 2,056 106.5

21,813 291 621 ▲ 53.1

- - 1 -

▲ 656,635 ▲ 8,770 ▲ 5,206 68.5

▲ 3,093,448 ▲ 41,316 ▲ 36,761 12.4

1,069,150 14,280 15,273 ▲ 6.5
※令和5年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H30 1,938,069 24,888 ▲ 52.6 54,684 1.1 ▲ 53.7

うち単独分 1,339,732 17,204 ▲ 44.7 32,829 7.2 ▲ 51.9
 R01 1,749,965 22,657 ▲ 9.0 62,383 14.1 ▲ 23.1

うち単独分 1,287,224 16,666 ▲ 3.1 35,325 7.6 ▲ 10.7
 R02 2,640,161 34,483 52.2 63,812 2.3 49.9

うち単独分 1,752,155 22,885 37.3 33,848 ▲ 4.2 41.5
 R03 2,527,819 33,450 ▲ 3.0 54,225 ▲ 15.0 12.0

うち単独分 1,365,964 18,075 ▲ 21.0 27,337 ▲ 19.2 ▲ 1.8
 R04 2,133,736 28,498 ▲ 14.8 54,016 ▲ 0.4 ▲ 14.4

うち単独分 1,131,287 15,110 ▲ 16.4 28,078 2.7 ▲ 19.1
 過去５年間平均 2,197,950 28,795 ▲ 5.4 57,824 0.4 ▲ 5.8

うち単独分 1,375,272 17,988 ▲ 9.6 31,483 ▲ 1.2 ▲ 8.4

（注）人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

当該団体決算額
（千円）

人件費
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計
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70,000

80,000

 H30  R01  R02  R03  R04

（円）
人口1人当たり決算額の推移

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
兵庫県三木市令和4年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

50,150

116,506

79,77479,00577,52675,87774,627

R04R03R02R01H30

76,460
77,59374,243

69,21466,761

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

-2,067

39,155

15,27314,858
13,07913,05813,508

R04R03R02R01H30

14,280
12,948

9,893
6,790

4,841
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（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 兵庫県三木市令和4年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

74,872

72,651

176.51

35,353,481

34,825,129

394,309

19,300,512

35,689,315

人(R5.1.1現在)

人(R5.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.7

26.8

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H30  Ⅱ－２ R01  Ⅱ－２ R02  Ⅱ－２

R03  Ⅱ－２ R04  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和4年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
28/79

全国平均
80,523

兵庫県平均
88,365

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

45,519

113,779

73,449
72,34570,597

63,29962,647

R04R03R02R01H30

78,319
79,17577,762

58,85157,508

物件費

類似団体内順位
22/79

全国平均
77,164

兵庫県平均
70,996

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

40,928

160,974

74,083
69,91365,87964,52361,703

R04R03R02R01H30

79,31773,97570,06275,496
68,672

維持補修費

類似団体内順位
73/79

全国平均
6,263

兵庫県平均
4,473

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

718

36,753

5,835
5,6884,8793,8904,077

R04R03R02R01H30

1,326

1,2561,8822,0622,995

扶助費

類似団体内順位
28/79

全国平均
127,834

兵庫県平均
131,685

(円)

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

66,142

151,956

99,208
111,158

87,53884,02180,124

R04R03R02R01H30

102,314

116,488

90,95190,04886,942

補助費等

類似団体内順位
42/79

全国平均
56,583

兵庫県平均
52,110

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

25,807

121,820

65,09561,922

162,417

49,36745,244

R04R03R02R01H30

61,844

55,796

162,803

58,39855,218

普通建設事業費

類似団体内順位
72/79

全国平均
56,679

兵庫県平均
52,302

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

16,365

137,876

54,016
54,225

63,81262,383
54,684

R04R03R02R01H30

28,49833,45034,483
22,65724,888

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
47/79

全国平均
13,619

兵庫県平均
8,056

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

53,221

11,251
12,970

18,54517,401
14,157

R04R03R02R01H30

5,741

2,5901,2211,4122,081

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
61/79

全国平均
32,789

兵庫県平均
36,083

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

6,497

97,333

33,64232,31136,61434,840
30,257

R04R03R02R01H30

19,65028,35030,928

17,00317,471

災害復旧事業費

類似団体内順位
20/79

全国平均
2,155

兵庫県平均
163

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

53,679

2,494
2,3964,306

3,3342,176

R04R03R02R01H30

1,829
8461,107

11,894

4,115

失業対策事業費

類似団体内順位
1/79

全国平均
0

兵庫県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

R04R03R02R01H30

0
0000

公債費

類似団体内順位
31/79

全国平均
43,946

兵庫県平均
53,073

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

9,951

100,437

43,205
43,48239,705

40,35740,947

R04R03R02R01H30

48,447
48,328

42,936

38,79739,245

積立金

類似団体内順位
57/79

全国平均
21,455

兵庫県平均
17,522

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

1,299

113,330

25,492
26,405

16,78313,69215,241

R04R03R02R01H30

13,113
11,294

3,9133,5082,606

投資及び出資金

類似団体内順位
59/79

全国平均
2,040

兵庫県平均
2,427

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

24,255

3,488
3,5683,6702,7132,533

R04R03R02R01H30

0

0000

貸付金

類似団体内順位
14/79

全国平均
10,980

兵庫県平均
3,366

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

37,881

4,434
4,5085,0964,9985,405

R04R03R02R01H30

8,176
10,620

8,0288,340
10,286

繰出金

類似団体内順位
23/79

全国平均
39,719

兵庫県平均
40,002

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

15,621

66,015

36,654
36,15534,799

40,540

41,857

R04R03R02R01H30

41,945
45,816

41,69641,616

38,721

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/79

全国平均
2

兵庫県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

R04R03R02R01H30

0
0000

性質別歳出の分析欄

住民一人当たりのコストが類似団体を上回っているのは、人件費、物件費、扶助費、公債費、貸付金、繰出金である。

前年度と比較して、物件費が5,342円増加している。これは、全市民を対象に1人当たり5千円の商品券を支給する物価高騰対応・消費喚起に係る事業を実施したためであり、一時的なものである。その他、補助費等が令和2年度のみ突出した数値となっているが、これは住民1人当たり10万円を

支給した定額給付金事業に係る経費が要因である。

過去5年の推移からは、令和3年度のコロナ対策による扶助費の一時的な増加を除けば、義務的経費（人件費・扶助費・公債費）がいずれも増加傾向にあることが確認できる。義務的経費が増加すれば、より一層厳しい財政運営を強いられるため、今後は事業の見直し等により、着実にコストの

削減を進めていく。
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（6）市町村目的別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 兵庫県三木市令和4年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

74,872

72,651

176.51

35,353,481

34,825,129

394,309

19,300,512

35,689,315

人(R5.1.1現在)

人(R5.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.7

26.8

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H30  Ⅱ－２ R01  Ⅱ－２ R02  Ⅱ－２

R03  Ⅱ－２ R04  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和4年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

議会費

類似団体内順位
71/79

全国平均
2,611

兵庫県平均
2,262

(円)

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2,222

4,599

3,1913,1713,154
3,3243,327

R04R03R02R01H30

2,6292,7392,7492,7292,777

総務費

類似団体内順位
46/79

全国平均
65,244

兵庫県平均
55,530

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

35,339

182,472

74,30872,807

167,272

61,38459,986

R04R03R02R01H30

65,509
61,152

151,976

48,73846,406

民生費

類似団体内順位
33/79

全国平均
196,866

兵庫県平均
201,575

(円)

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

240,000

270,000

121,204

235,948

167,601175,952

150,357144,984
139,398

R04R03R02R01H30

169,205

188,132

157,568154,892
145,814

衛生費

類似団体内順位
32/79

全国平均
51,050

兵庫県平均
51,776

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

26,630

105,508

47,689
48,647

43,489
38,28237,895

R04R03R02R01H30

48,682
49,595

39,32436,69935,037

労働費

類似団体内順位
13/79

全国平均
715

兵庫県平均
517

(円)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

18,299

1,226
1,2401,2361,3641,439

R04R03R02R01H30

1,6171,7601,5581,6971,897

農林水産業費

類似団体内順位
43/79

全国平均
10,764

兵庫県平均
7,581

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

1,590

89,649

14,613
14,15612,71613,56212,783

R04R03R02R01H30

10,151
9,10211,50410,8549,289

商工費

類似団体内順位
29/79

全国平均
21,434

兵庫県平均
9,016

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2,967

69,323

17,195
16,65418,841

12,23211,571

R04R03R02R01H30

20,34317,507
21,568

16,90717,526

土木費

類似団体内順位
62/79

全国平均
51,564

兵庫県平均
53,181

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

18,828

91,605

45,62344,87644,80543,98943,559

R04R03R02R01H30

31,933
33,060

29,41327,13429,193

消防費

類似団体内順位
62/79

全国平均
14,825

兵庫県平均
13,381

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

10,164

30,663

16,422
16,594

16,951

16,68315,981

R04R03R02R01H30

12,972
13,082

17,090

13,36213,311

教育費

類似団体内順位
34/79

全国平均
63,140

兵庫県平均
65,733

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

26,715

140,374

53,528

51,41356,567

53,530
47,473

R04R03R02R01H30

51,811

51,742
58,829

47,96146,588

災害復旧費

類似団体内順位
20/79

全国平均
2,156

兵庫県平均
164

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

53,679

2,494
2,3964,315

3,3342,177

R04R03R02R01H30

1,829
8461,107

11,894

4,115

公債費

類似団体内順位
31/79

全国平均
43,986

兵庫県平均
53,155

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

9,951

100,437

43,205
43,48339,706

40,35840,958

R04R03R02R01H30

48,447
48,328

42,936

38,79739,245

諸支出金

類似団体内順位
7/79

全国平均
987

兵庫県平均
2,612

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

23,760

359
375738989

R04R03R02R01H30

0
0000

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/79

全国平均
2

兵庫県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

R04R03R02R01H30

0
0000

目的別歳出の分析欄

住民1人当たりのコストが類似団体を上回っているのは、民生費、衛生費、労働費、商工費、公債費である。

前年度と比較して商工費が2,836円増加している。これは、全市民を対象に1人当たり5千円の商品券を支給する物価高騰対応・消費喚起に係る事業を実施したためであり、一時的なものである。

民生費は高齢化に伴う扶助費の増加などに加え、低所得者への支援などで増加している。

公債費についても今後予定している公共施設の更新・改修等により増加が見込まれる。今後も事業の見直し等により、着実にコストの削減を進めていく。
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